
木曽三川下流部不法係留船対策に係る計画書
（参考資料）

不法係留船舶、不法工作物（桟橋等）の問題点

治水上の支障

○洪水の流下阻害（沈船等）
○船舶流出による橋梁等（許可工作物）の損傷
○係留環の打ち込み等による護岸等（河川管理施設）の損傷
○河川工事施工の支障
○津波、高潮被害の拡大

河川管理上の支障

○沈、転覆による油漏れ事故等の発生
○他の河川利用者の自由使用の妨げ
○景観、自然環境の阻害
○日常管理ができていない船舶の場合、洪水時等の迅速な対応が
困難

燃料油等の流出

出水による船舶の転覆

護岸損傷（係留杭）

沈船による施設の損傷
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21.9時点 85隻確認

長良川

22 3.9～15  
簡易代執行実施（32隻、船台1）長良川左岸9.4km付近

下坂手変形護岸

【経緯】
本来の使用者が
いなくなったことから
H19年度末に占用廃止

撤去指導を継続して
実施するが是正されず

H21年には台風18号
により船が転覆・沈没

撤去完了後

撤去作業

下坂手
変形護岸

長良川左岸12km付近
に係留

ﾌﾞｰｽﾀｰ船
【経緯】
長良川河口堰運用開始
後の浚渫工事に従事し
た作業台船。

全長47m、幅約15mで
32klのA重油を積載。

老朽化が進み、沈没や
燃料油流出のおそれが
あった。

自主撤去（解体）

21.3月 監督処分 （河川法第75条第1項）
21.4月 戒告書交付 （行政代執行法第3条第1項）
21.5月 自主撤去開始
21.8.10  撤去作業終了

ﾌﾞｰｽﾀｰ船

資2平成21年度 強制的撤去措置

長良川左岸11.6k附近

西川地区
（ﾜﾝﾄﾞ）

木曽川右岸10.6k附近

松之木
変形護岸

(一部)

22.12.7  簡易代執行実施（9隻）
22.12.8  行政代執行実施（７隻）

長良川

撤去完了後

撤去作業

撮影H21.10

木曽川

23.1.19～20  簡易代執行実施（12隻）

22.4時点
40隻確認

撤去作業

撤去完了後

【経緯】
21.10月の台風18号
で船が沈没、所有者
は是正指示に従わず
放置

22.3月に水質事故発

生（沈没船から油流
出）し、緊急的に河川
管理者が引き上げ

22.4月一部占用廃止
22.9月監督処分・

簡易代執行公告
22.11月戒告書交付
22.12月代執行令書

【経緯】
当該場所は所有者不
明の不法係留船が、
長年に亘り多数放置
（21.4月時点で40隻）

日常管理ができてい
ない船がほとんどで
あり、油流出による
水質事故や洪水時
に流出するおそれが
あった

22.11月
簡易代執行公告

平成22年度 強制的撤去措置 資3



管内における係留船舶等の現状

係留船舶数 １,４７８隻

うち、無許可船舶 ７０４隻

許可船舶（変形護岸や防災桟橋に係留を認めたもの） ７７４隻 漁船等
生業船
542隻

生業船以外
232隻

漁船等
生業船
422隻
生業船
以外
282隻

H18年
調査

桟橋
国の設置した桟橋（防災桟橋） 6カ所

不法桟橋 １２４カ所

H18年
調査
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1,478隻のうち、
漁船等生業船964 生業船以外514

H18調査 係留船総数1,478隻における「生業以外」のうち

所有者が判明している198隻の所有者住所（県別）

愛知県

35%

岐阜県

14%

三重県

49%

その他

2%

H18調査 係留船舶総数1,478隻における

「生業」と「生業以外」の割合

生業以外

35%

生業

65%

1,478隻における
漁船等生業船964 生業船以外514
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河川整備方針 河川整備計画

河川環境管理
基本計画

河川空間管理
計画

対策計画策定

治水、環境、河川利用

水面利用ルール（水面利用協議会）

計画的な不法係留船対策の
促進について
（H10．2．12河川局長通達）

整
合

木曽三川下流部における自然環境等と調和のとれた
安全で快適な河川利用を推進するために策定

不法係留船舶の数が多い等の理由により計画的な
不法係留船舶対策を講じる必要がある河川については、

計画を地域の実態に応じて水系又は主要な河川毎等に策定し、
計画的な撤去を行うこととする。

不法係留船舶対策に係る計画策定の目的

資７



不法係留船舶対策に係る計画策定の方法

木曽三川下流部船舶対策協議会での
協議を通じて河川管理者が策定

協議会構成：学識者、愛知県、岐阜県、三重県、沿川自治体、警察、海上保安庁、国土交通省
平成２０年２月に第１回協議会を開催して以降、計画的な不法係留船舶対策の協議を重ねている。

河川管理者と沿川自治体等が一体となって共通の目標を設定することが必要

○基本的考え方（計画策定の目的、策定方法、係留船及び係留施設の取扱、計画の対象区域）
○年次計画（重点的撤去区域の設定及び強制的な撤去措置）
○年次計画（係留・保管施設等）

資8 木曽三川下流部における変形護岸の一例

揖斐川

東名阪

JR、近鉄

長良川

歴 史

漁 業
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全体で３４箇所

H22.7月時点 暫定係留（船頭平防災桟橋）における

生業以外の船舶73隻の所有者住所（県別）

愛知県

77%

岐阜県

18%

三重県

5%

船頭平暫定係留施設（防災桟橋）

桟橋数101 利用者86（漁船等の生業船11 生業以外73 国2） 空き15
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長良川

船頭平閘門

木曽川 河川管理者の許可に
基づかず係留している
船舶及び係留施設
（プレジャーボート等のレジャーの用に供するもので
あるか、漁船等の事業に供するものであるかを問わ
ない）

○係留杭等の施設設置には法第24条、第26条
の許可が必要

○係留施設を設置することなく係留する場合は
一時係留でなければ、法第24条の許可が必要。

河川法

計画的な不法係留船対策の
促進について

（H10．2．12河川局長通達）
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不法係留
船舶等とは

但し、不法係留船対策の実施にあたり、地域の慣行を踏まえ、生業
を行うために必要な船舶とレジャーの用に供する船舶とで扱いを異に
することは、不合理ではない。したがって漁船等の事業の用に供する船
舶については、例えば暫定係留施設への係留を優先的に認めること、
港湾区域または漁港区域との重複区域において各管理者は、船舶係留施設の
占用を認めること等の柔軟な対応を行うこととされたい。

H10.6.19
河川局水政課長、河川環境課長、治水課長発
「計画的な不法係留船対策の促進について」

係留施設及び係留船舶の取扱い

法に基づく強制的な
撤去措置の対象

但
し
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行 政 代 執 行 ・ 簡 易 代 執 行

不法係留船等

所有者が判明※１

是正指示※２

（河川法第７７条第１項）

弁明の機会の付与
（行政手続法第１３条第１項第２号）

戒告書の交付
（行政代執行法第３条第１項）

代執行令書の交付
（行政代執行法第３条第２項）

行政代執行の実施
（行政代執行法第２条）

監督処分
（河川法第７５条第１項）

不利益処分理由書
（行政手続法第１４条第１項）

代執行費用納付命令
（行政代執行法第５条）

代執行費用の徴収※３

（行政代執行法第６条）

所有者が不明※５

撤去する旨を公告※６

（河川法第７５条第３項）

簡易代執行の実施
（河川法第７５条第３項）

除却した工作物の保管
（河川法第７５条第４項）

返還のための公示※７

（河川法第７５条第５項）

所有者が判明（工作物の返還）

物件の引き取り通知

物件の処分※４

1ヶ月程度の履行期限

1ヶ月程度の履行期限

1ヶ月程度の履行期限

1週間程度の履行期限

1ヶ月程度の猶予期間

公示の日から６ヶ月後
所有権が国に帰属

（河川法第７５条第１０項）

所有者が不明

要した費用の請求
（河川法第７５条第９項）

※１ 小型船舶番号、漁船登録番号等から所有者
等を調査

※２ 是正指示は複数回行うことも可能
※３ 国税滞納処分の例により財産の差し押さえ

が可能
※４ 財産的価値のあるものは売り払い、価値の

無いものは廃棄する。

※５ 過失なく所有者等が判明
しない場合のみ簡易代執
行が可能

※６ 通常、現地や事務所掲示
板等を利用し公告する

※７ 保管を始めた日から１４
日間、事務所等に掲示す
る。その後も所有者等が
判明しないときは官報に
掲載する。

最

短

約
５
ヶ
月

約
１
ヶ
月

行政代執行 簡易代執行 資13

調査・準備・撤去指導

調査・準備・撤去指導

重
点
的
撤
去
区
域
設
定
及
び
同
区
域

に
お
け
る
不
法
係
留
船
の
強
制
的
な

撤
去
措
置
に
係
る
年
次
計
画

出水時等における
避難場所の確保

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

不法係留船対策に係る計画書 フロー

調査・準備・撤去指導

変形護岸に係留できる船舶は、船を利用した生業の維持及び河川管理上の観点から、
計画書Ⅰの３．（１）の（ア）（イ）に合致し「日常及び出水時管理が徹底できる生業の用に供する船舶」とする。

占用者は係留実態調査を行い、許可係留船舶をⅠの３．の（１）（ア）（イ）に合致させるものとし、不法係留の排除及び不法工作
物の撤去など適切な管理運営を行うこととする。

係留船舶が減少している変形護岸は、許可施設以外の不法係留船のうち生業船であってⅠの３．の（１）（ア）（イ）に合致する船
舶を含めて整理集約する。
係留船舶が存在しない変形護岸は占用廃止する。但し、占用廃止した変形護岸について、沿川自治体が新たに水面利用

のための離発着場所として占用することは可能とする。

変
形
護
岸
の

整
理
集
約
・

廃
止
・
利
活
用

11
～
3
月

ケ
レ
ッ
プ
水
制
群

簡
易
及
び
行
政
代
執
行

船
頭
平
閘
門

木
曽
川
水
路

・西
川
地
先

簡
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及
び

行
政
代
執
行

船
頭
平

暫
定
係
留

施
設

（
係
留
期
限

27
・
３
・31
）

不法係留船対策により暫定係留施設（船頭平）に暫定係留を認めた船舶については、
平成２７年３月３１日の暫定係留期限到来後は占用廃止することから自助努力で新たな
係留場所を確保しなければならない。但し、Ⅰの３．（１）の（ア）（イ）に合致する船舶につい
ては整理集約後の変形護岸に占用者の許可を得たのちに係留することは可能とする。

平成２６年度 平成２７年度 平成２８年度～

油
島
地
先

簡
易
及
び

行
政
代
執
行

条例整備

広報・啓発

許可施設以外に係留している不法係留船のうち、
生業船であって、計画書Ⅰの３．の（ア）（イ）に
合致する船舶について、自助努力によって係留
場所を確保しなければならないが、整理集約後
の変形護岸に占用者の許可を得たのちに係留する
ことは可能とする。

変形護岸に許可係留している船舶の所有者は、出水時における船舶の避難場所を確実に確保する。

船舶の係留・保管の適正化を進めるため、地方自治体における条例の制定を求める取り組みを進める。

各水域管理者、関係自治体、警察機関、海上保安機関、船舶製造・販売事業者、漁業関係者、利用者団体、各種協議会等が相互に連携。

生業船以外の船舶に係
る恒久的係留・保管施設

の整備
民間活力等による施設整備が考えられることから船舶対策協議会から地域に向けて施設整備に係る情報を幅広く発信する。

27.

3.

31

暫
定
係
留

期
限

占
用
廃
止

最終的には
木曽三川下流部
全体に重点的撤去
区域を設定する

資14 年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H23年度 ケレップ水制群（木曽川右岸14.0～24.4km附近）

東海大橋

木曽川

東海
広場

資15



H23.2.2～3現地調査結果 係留隻数 57

立田大橋

木曽川

18 1km附近

23 4km附近

木曽川

東海大橋

特に係留船が多い箇所

ケレップ水制

資16
ケレップ水制群
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木曽川撮影H23.2

木曽川

ケレップ水制

撮影H22.9

年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H24～25年度 船頭平木曽川水路及び西川地先
（木曽川右岸10.4～12.6km附近）

船頭平閘門木曽川水路

木曽川

資18
H18年調査 木曽川水路

係留船総数66 （所有者判明24 所有者不明42）

木曽川

木曽川水路

木曽川

船頭平閘門

木曽川水路

長良川水路

資19



年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H24～25年度 船頭平木曽川水路及び西川地先
（木曽川右岸10.4～12.6km附近）

西川地先水辺の楽校

船頭平閘門

木曽川

資20
H18年調査 西川地先

係留船総数7 （所有者判明3 所有者不明4）

木曽川

水辺の楽校

カルチャービレッジ

木曽川

東名阪
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年次計画（重点的撤去区域及び強制的な撤去措置）

H18年調査
係留船総数76 （所有者判明36 所有者不明40）

木曽三川公園センター

油島大橋

治水神社

揖斐川

揖斐川
油島大橋

治水神社側から望む

H26～27年度 油島地先（揖斐川左岸14.0km附近）
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ー

の
遵

守

○
賠
償
責
任
保
険
へ
の
加
入

●
適
正
な
保
管
場
所
の
周
知
徹
底

●
水
域
利
用
の
ル
ー
ル
、
マ
ナ
ー
遵
守
に
係
る

意
識

啓
発

水
域
管
理
者
（
河
川
・
港
湾
・
漁
港
）
、
地
方
公
共
団
体

水
面
利
用
協
議
会

船
舶
対
策
協
議
会

船
舶
販
売
事
業
者

係
留
施
設
運
営
事
業
者

利
用

者
団

体

船
舶
等
所
有
者

情
報
交
換
、
連
絡
調
整

H
P
・

マ
ス

メ
デ

ィ
ア

の
活

用
、

説
明

会
開

催
、
パ
ン
フ
等
配
布

資
23



木
曽
三
川
下
流

部
船
舶

対
策

協
議
会

構
成
：
学
識
経

験
者
、

国
、

県
、

市
町
、

警
察
、

海
上

保
安
庁

木
曽
三
川
下
流
部
水
面
利
用
協
議
会

構
成
：
国
、
県
、
市
町
、
警
察
、

海
上
保
安
庁
、
漁
業
関
係
者

レ
ジ
ャ
ー
関
係
者
、
遊
漁
船

関
係
者
、
木
曽
三
川
公
園

情
報

交
換

連
絡
調
整

不
法

係
留
船
対
策

係
留
・
保
管
の

適
正
化

水
域
利
用
の
秩
序
の
確
立

規
制
措
置

係
留

・
保

管
施

設
自
己
責
任
の
徹
底

水
域
利
用
ル
ー
ル

の
確
立

○
規

制
措

置
周

知
徹

底○
重

点
的

撤
去

区
域

周
知

○
規

制
措
置
の
実
施

○
既

存
マ

リ
ー

ナ
の

利
用

○
民

間
活

力
に

よ
る

施
設

整
備

○
自

宅
等

陸
上

保
管

の
推
進

○
受

益
者

負
担

の
原

則○
賠

償
責

任
保

険
へ

の
加
入

○
マ

ナ
ー

・
ル

ー
ル

の
遵
守

○
水
域
の
利
用
調
整

○
河

川
・

海
洋

教
育

の
充
実 資
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